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整備計画局施設計画課長

（公印省略）

入札時ＶＥ方式及び契約後ＶＥ方式の試行について（通知）

防衛省が発注する建設工事（建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第１

項に規定する建設工事をいう。）のコスト縮減を図るため、入札時ＶＥ方式（建設

工事の入札段階で、設計図書による施工方法等の限定を少なくし、限定していない

部分の施工方法等について技術提案を受け付け審査した上で、競争参加者を決定し、

各競争参加者が提案に基づいて入札し、落札者を決定する方式をいう。）及び契約

後ＶＥ方式（契約後、受注者が施工方法等について技術提案を行い、採用された場

合、当該提案に従って設計図書を変更するとともに、提案のインセンティブを与え

るため、契約額の縮減額の一部に相当する金額を受注者に支払うことを前提として、

契約額の減額変更を行う方式をいう。）の試行を実施することとし、その手続につ

いて別添のとおり定め、平成２８年４月１日以降に入札公告を行う建設工事につい

て適用することとしたので、遺漏のないよう措置されたい。

なお、入札時ＶＥ方式及び契約後ＶＥ方式の試行について（防整施第１７５５６

号。２７．１０．１）は、平成２８年３月３１日限りで廃止する。

添付書類：１ 一般競争入札方式における入札時ＶＥマニュアル（案）

２ 契約後ＶＥマニュアル（案）

３ 特記仕様書等記載例

写送付先：整備計画局施設整備官、提供施設計画官、施設技術管理官



一般競争入札方式における入札時ＶＥマニュアル（案）

１ 対象工事

⑴ 一般競争入札方式（総合評価落札方式を除く。以下同じ。）の場合

一般競争入札方式の対象工事であって、比較的高度又は特殊な技術力を要す

るとともに、民間の技術開発の進展の著しい工事又は施工方法等に関して固有

の技術を有する工事で、コスト縮減が可能となる技術提案が期待できるもので

あり、かつ、契約担当官等（防衛省所管契約事務取扱細則（平成１８年防衛庁

訓令第１０８号）第２条に規定する契約担当官等をいう。以下同じ。）が必要

と認めた工事を選定するものとする。

⑵ 総合評価落札方式の場合

前号の対象工事のうち、工事に関する入札に係る総合評価落札方式の標準ガ

イドライン（平成１２年９月２０日公共工事発注省庁申合せ。以下「標準ガイ

ド」という。）第１のⅠに該当する工事に適用する。なお、契約担当官等が、

標準ガイド及び本実施細則に従い総合評価落札方式により発注する工事を選定

した場合は、標準ガイド第１のⅠの適用範囲に規定する「当該工事に係る契約

に関する事務を管理する大臣が認める工事」と見なすものとする。

２ 募集手続

⑴ 一般競争入札方式の場合

一般競争入札方式における入札公告を行う際に、発注者が入札説明書の別冊

図面及び別冊仕様書に参考として示した図面及び仕様書（以下「標準案」とい

う。）の内容について、標準案と異なる施工方法等に関する提案（以下「ＶＥ

提案」という。）を求める旨を明示するものとする。また、ＶＥ提案は、資料

の提出の際に併せて提出するものとする。

⑵ 総合評価落札方式の場合

一般競争入札方式における入札公告を行う際に、発注者が入札説明書の別冊

図面及び別冊仕様書に参考として示した標準案の内容について、ＶＥ提案（当

該方式の場合は標準案と異なる設計に関する提案を含む。以下同じ。）を求め

る旨を明示するほか、総合評価落札方式による場合は当該方式である旨並びに

性能等の要求要件及び評価基準も併せて明示するものとする。また、ＶＥ提案

は、資料の提出の際に併せて提出するものとする。

３ 手続に要する日程

付紙第１に示す日数を参考とするものとする。

４ 提案の提出

⑴ 提案を求める範囲

ア 一般競争入札方式の場合

ＶＥ提案を求める範囲は、施工方法等であって、原則として従来一般的に

は設計図書において指定されてきたもののうち、コスト縮減が可能となる技

術提案を期待できるもので民間の技術開発を積極的に活用することが適当と



認められるものの中から工事特性に応じて定めることとし、工事目的物の変

更を伴わない範囲とする。ただし、施工方法等の変更に起因して工事日的物

の変更を伴うことが想定される場合には、必要と認める範囲で工事目的物の

変更を含めることができるものとする。

イ 総合評価落札方式の場合

ＶＥ提案を求める範囲は、設計及び施工方法等に関するもので、原則とし

て設計図書において指定されたもののうち、標準ガイドに示す落札方式及び

総合評価の方法によって、発注者に有利となる調達が可能な提案を期待でき

るもので、民間の技術開発を積極的に活用することが適当と認められるもの

の中から、工事の特性に応じて定めることとする。

⑵ 提案を求める部分の位置付け

ＶＥ提案を求める部分については、設計図書において施工方法等を指定しな

いものとする。

⑶ 提案の提出方法

ア 一般競争入札方式の場合

ＶＥ提案に基づき施工しようとする場合は、その内容を明示した施工計画

を提出することとする。この施工計画が適正と認められない場合に標準案に

基づいて施工する意思がある場合には、標準案による施工計画を併せて提出

することができる。また、標準案に基づいて施工しようとする場合は、標準

案による施工計画を提出するものとする。

イ 総合評価落札方式の場合

入札者は、ＶＥ提案を行う場合、その内容を明示した設計及び施工計画書

（以下「技術提案書」という。）を提出するものとする。なお、入札者は、

ＶＥ提案が適正と認められない場合において標準案に基づいて施工する意思

がある場合、標準案による施工計画を併せて提出することができるものとす

る。

５ 資料作成説明会

契約担当官等は、必要があると認めるときには、資料（総合評価落札方式の場

合は技術資料をいう。以下同じ。）作成説明会を実施することができるものとす

る。

６ 資料のヒアリング

契約担当官等は、必要があると認めるときには、資料のヒアリングを実施する

ことができるものとする。

７ 提案の審査

⑴ 契約担当官等は、ＶＥ提案及び標準案に基づく施工計画（以下「ＶＥ提案等」

という。）の審査を行い、審査の結果を踏まえ、競争参加資格・指名審査委員

会（以下「審査委員会」という。）の審議を経て、競争参加資格の確認を行う

ものとする。

⑵ 入札時ＶＥ方式に係る試行対象工事の資料の審査に当たっては、審査委員会

に、建設工事等の技術的事項に関する事務を行うために設置する技術部会（以



下「技術部会」という。）が設置されている場合は、これを活用することとす

る。

⑶ ＶＥ提案等の審査を行うため、入札時ＶＥ審査委員会を設けることとする。

入札時ＶＥ審査委員会は、ＶＥ提案等の審査の結果を審査委員会（審査委員会

に技術部会が設置されている場合は技術部会）に通知するものとする。

⑷ 入札時ＶＥ審査委員会の構成員は、原則として、審査委員長を当該工事の監

督又は施工に関して契約相手方と調整を行う部署（以下「担当課」という。）

の長（以下「担当課長」という。）とし、委員を担当課の職員が務めるものと

する。

《入札時ＶＥ審査委員会》以下に地方防衛局又は地方防衛支局の場合を示す。

・委員長 担当課長

・委 員 担 当 課 課長補佐（対象施設担当）

担 当 課 建設監督官（対象施設担当）

担 当 課 係 長（対象施設担当）

なお、入札時ＶＥ審査委員会は、必要に応じて、整備計画局職員（担当部員、

専門官、係長等）、担当課以外の職員、学識経験者又は専門家等に意見を聞<

ことができるものとする。

⑸ ＶＥ提案に基づく施工計画の審査に当たっては、施工の確実性、安全性、標

準案と比較した経済性等を、また標準案に基づく施工計画の審査に当たっては、

施工の確実性、安全性等を評価するものとする。

なお、一の建設業者がＶＥ提案及び標準案に基づく施工計画を併せて提出し

た場合において、ＶＥ提案に基づく施工計画が適正であると認められるときは、

標準案に基づく施工計画の審査は行わないものとする。

⑹ 施工計画に係る審査については、付紙第２を参考にするものとする。

８ 提案の採否の通知等

⑴ 一般競争入札方式の場合

ＶＥ提案等の採否については、競争参加資格の確認の通知に併せてＶＥ提案

を提出した建設業者に、付紙第３の書式をもって通知するものとする。その際、

ＶＥ提案が適正と認められなかった場合には、その理由を付して行うものとす

る。

なお、ＶＥ提案及び標準案の両方を提出した建設業者に対して、標準案に基

づく競争参加資格の確認を行う場合、建設業者はＶＥ提案が適正と認められな

かった理由に対して、理由の説明要求及び苦情申立てを行うことができるもの

とする。

⑵ 総合評価落札方式の場合

ＶＥ提案の審査及び採否の通知の手続については、前号の手続に準じて行う

ものとする。

９ 落札者の決定

⑴ 一般競争入札方式の場合

落札者は、会計法（昭和２２年法律第３５号）第２９条の６第１項の規定に



より決定するものとする。

⑵ 総合評価落札方式の場合

落札者は、工事に関する入札に係る総合評価落札方式について（蔵計第７６

６号。１２．３．２７）別紙のⅡ及び標準ガイド第１のⅡの規定により決定す

るものとする。

１０ 提案内容の保護

⑴ 一般競争入札方式の場合

ＶＥ提案については、その後の工事において、その内容が一般的に使用され

ている状態となった場合は、無償で使用できるものとする。ただし、工業所有

権等の排他的権利を有する提案についてはこの限りでない。

なお、この旨を入札説明書、特記仕様書等に記載することにより、建設業者

に周知するものとする。

⑵ 総合評価落札方式の場合

ＶＥ提案内容の保護については、前号の手続に準じて行うものとする。

１１ 責任の所在

⑴ 一般競争入札方式の場合

発注者がＶＥ提案等を適正と認めることにより、設計図書において施工方法

等を指定しない部分の工事に関する建設業者の責任が軽滅されるものではない

旨を入札説明書、特記仕様書等に記載するものとする。

⑵ 総合評価落札方式の場合

発注者がＶＥ提案を適正と認めることにより、設計図書において施工方法等

を指定しない部分の工事に関する建設業者の責任が軽減されるものではないこ

と、また、性能等に関わる提案が履行できなかった場合で再度施工が困難ある

いは合理的でない場合は、契約金額の減額、損害賠償等を行う旨を入札説明書

又は技術資料作成要領及び契約書に記載するものとする。

１２ 入札公告及び入札説明書

提案を募集する場合においては、入札公告及び入札説明書に次に掲げる事項を

加える。

⑴ 入札公告

ア 当該工事が入札時ＶＥ方式の試行工事であること。

イ 総合評価落札方式による工事であること。（総合評価落札方式の場合）

ウ 提案で求める性能、機能、技術等の要求要件及び評価基準（総合評価

落札方式の場合）

エ 資料作成説明会を実施すること。（資料作成説明会を開催する場合）

オ ＶＥ提案により施工しようとする場合は、その内容を明示した技術提案書

を提出すること。ＶＥ提案が適正と認められない場合に標準案に基づいて施

工する意思がある場合には、標準案により施工計画を併せて提出すること。

また、標準案に基づいて施工しようとする場合には標準案による施工計画を

提出すること。（総合評価落札方式の場合）

カ 資料のヒアリングを実施すること。（資料のヒアリングを実施する場



合）

キ ＶＥ提案等の採否については、競争参加資格の確認の通知に併せて通

知すること。

ク 総合評価の方法及び落札者の決定方法（総合評価落札方式の場合）

⑵ 入札説明書

ア 前号アからクの詳細事項

イ ＶＥ提案で施工しようとする場合は、その内容を示した施工計画を提出す

ること。当該計画が適正と認められない場合に標準案に基づいて施工する意

思がある場合は、標準案による施工計画書を併せて提出すること。

ウ ＶＥ提案等は競争参加資格の確認に反映されること。また、その審査に当

たって、施工の確実性、安全性、標準案と比較した経済性等を評価すること。

エ ＶＥ提案等の採否については、競争参加資格の確認の通知に併せて通知す

ること。その際、ＶＥ提案が適正と認められなかった場合には、その理由を

付すること。また、ＶＥ提案及び標準案の両方を提出した建設業者に対して

標準案に基づく競争参加資格の確認を行う場合は、ＶＥ提案が適正と認めら

れなかった理由の説明要求及び苦情申し立てを行うことができるものとする

こと。（また書き以降は総合評価落札方式による場合）

オ ＶＥ提案については、その後の工事において、その内容が一般的に使用さ

れている状態になった場合には、無償で使用できるものとすること。ただし、

工業所有権等の排他的権利を有する提案についてはこの限りではないこと。

カ ＶＥ提案を適正と認めることにより、設計図書において施工方法等を指定

しない部分の工事に関する建設業者の負担が軽減されるものではないこと。

キ 総合評価落札方式による場合で、かつ、性能等に関わる提案が履行できず、

再度施工が困難あるいは合理的でない場合は、契約金額の減額、損害賠償等

を行うこと。（総合評価落札方式の場合）

１３ 事後活動

ＶＥ審査委員長は、試行活動の結果及び試行に関し、局内及び講負業者の意見

・問題点等を聴取の上、整備計画局建設制度官へ報告するものとする。



付紙第１

一般競争入札方式における標準的な業務の流れ及び所要日数（入札時ＶＥ対応）

標準的日数

（１）競 争 参 加 資 格 ・ 指 名 審 査 委 員 会
（ 競 争 参 加 資 格 の 設 定 ）

（２）入 札 公 告 の 官 報 掲 載 依 頼

（３）入 札 公 告 （ 官 報 公 告 、 掲 示 ）

（公告後速やかに）

（４）入 札 説 明 書 等 の 交 付

資 料 の 作 成 説 明 会 ３０日

（５）競争参加資格確認申請書等の受付期限
入

札
資 料 の ヒ ア リ ン グ

設

明
競争参加資格・指名審査委員会

書 技術部会 ２０日
入札時ＶＥ審査委員会

交

付
（６）競 争 参 加 資 格 の 確 認

期

間
入 （７）競 争 参 加 資 格 確 認 通 知 書 の 送 付

札 ※ ７日

に （８）参 加 資 格 が な い と 認 め た 理 由 の
説 明 請 求 期 限

関
１０日

す
（９）理 由 の 説 明 請 求 に 係 る 回 答 期 限

る
２日

照
（10）現 場 説 明 会

会
・ ２日
質

（11）入札説明書に対する質問書の受付期限
問

５日

（12）質問書に対する解答書の閲覧開始

（13）入 札 執 行 の 日 の 前 日

３日

（14）入 札 執 行 （ 開 札 ）

・競 争 参 加 資 格 の 確 認 約８０日
・工事費内訳明細書 の 確 認

（15）非 落 札 者 へ の 通 知 （ ７ 日 以 内 ）

（16）落 札 者 の 官 報公 示（ 7 2 日 以 内 ）

※は、行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）第１条第１項に規定する行政機関の休

日を含まない。

入
札
説
明
書
に
対
す
る
質
問
書
提
出
期
間



付紙第２

一般競争入札方式における施工計画に係る技術審査基準

評価項目 選定の着目点 競争参加資格 有 競争参加資格 無

ＶＥ提案または 施工の確実 ＶＥ提案 問題なし 問題あり

標準案に基づく 性・安全性

施工計画 標準案 問題なし 間題あり

注：１ ＶＥ提案のみによる入札を希望している業者について、当該業者が提出した施

工計画が「問題あり」に該当した場合には、競争参加資格は「無」とする。

２ 標準案のみによる入札を希望している業者について、当該業者が提出した施工

計画が「問題あり」に該当した場合には、競争参加資格は「無」とする。

３ ＶＥ提案が認められなかった場合に標準案による入札を希望する業者について、

ＶＥ提案による施工計画が「問題あり」に該当した場合であっても、標準案によ

る施工計画が「問題なし」の場合は、競争参加資格は「有」とするものの、ＶＥ

提案による入札は否とする。



付紙第３

一 般 競 争 参 加 資 格 確 認 通 知 書

年 月 日

住 所

商号又は名称

代表者氏名 殿

会計機関名

役職 氏名

先に申請のあった 建設工事に係る競争参加資格について、下記のと

おり確認したので、通知します。

記

入 札 公 告 日 年 月 日

工 事 名 建 設 工 事

有・無 《 有（条件付き）》

競 争 参 加 資 格

の 有 無 競争参加資格

がないと認め

た理由

可（ＶＥ提案に基づく入札をされたい。）

ＶＥ提案に基づく 否（標準案に基づく入札をされたい。）

入札の可否

ＶＥ提案に基

づく入札を否

とした理由

なお、競争参加資格がないと通知された方及びＶＥ提案に基づく入札が否と通知さ

れた方は、当職に対して競争参加資格がないと認めた理由及びＶＥ提案に基づく入札

を否とした理由について説明を求めることができます。

この説明を求める場合は、 年 月 日までに○○○○【契約担当部署を記載

する。】へ、その旨を記載した書面を提出して下さい。

【注：《 》は、建設工事請負契約に係る一般競争入札の実施細則について（防整施

第６９２３号。２８.３．３１）８(1)のただし書きの場合について記載する。】



契約後ＶＥマニュアル（案）

１ 対象工事

民間の技術開発の著しい工事又は施工方法等に関して固有の技術を有する工事

で、主として施工段階における現場に即したコスト縮減が可能となる提案が期待

されるものであり、かつ、契約担当官等（防衛省所管契約事務取扱細則（平成１

８年防衛庁訓令第１０８号）第２条に規定する契約担当官等をいう。以下同じ。）

が必要と認めた工事を選定するものとする。

なお、対象とされた工事については、契約後ＶＥ方式である旨を、建設工事請

負契約書について（防整施（事）第１４６号。２８．３．３１）別冊第１又は別

冊第２に規定する建設工事請負契約書（以下「契約書」という。）の第２０条の

次に次の１条を追加するものとする。

第２０条の２ 受注者は、この契約締結後、設計図書に定める工事目的物の機能、

性能等を低下させることなく請負代金額を低減することを可能とする施工方法等

の設計図書の変更について、発注者に提案することができる。

２ 発注者は、前項の規定に基づく受注者の提案を受けた場合において、提案の全

部又は一部が適正であると認められるときは設計図書を変更し、これを受注者に

通知しなければならない。

２ 提案を求める範囲

ＶＥ提案を求める範囲は、設計図書に定められている内容のうち、工事材料、

施工方法等に係る変更により請負代金額の低減を伴うものとし、原則として、工

事目的物の変更を伴わない範囲とする。

なお、以下の提案は、ＶＥ提案の範囲に含めないものとするが、工事の実状に

照らし個々に定めることとし、設計図書で明記するものとする。

⑴ 施工方法等を除<工期の延長等の施工条件の変更を伴う提案。

⑵ 契約書第１９条に基づき条件変更が確認された後の提案。

⑶ 入札時に競争参加資格要件として求めた同種工事又は類似工事の範囲を超え

るような工事材料、施工方法等の変更の提案。

３ 提案の提出期間等

ＶＥ提案の提出期間は、原則として、契約の締結日から当該提案に係る部分の

工事に着手する３５日前までとする。なお、１５日間以上の提案準備期間が確保

されるよう工期設定において配慮するものとする。

提案の回数は原則として１回とするが、工事の実状に照らし適宜対応すること

ができるものとする。

４ 提案の審査

⑴ ＶＥ提案の審査に当たっては、施工の確実性、安全性、設計図書と比較した

経済性等を評価するものとする。

⑵ ＶＥ提案の審査を行うために、必要に応じて、契約担当官等は、契約後ＶＥ



審査委員会を設けるものとする。

契約後ＶＥ審査委員会の構成員は、原則として審査委員長を当該工事の監督

又は施工に関して契約相手方と調整を行う部署（以下「担当課」という。）の

長の直近上位の職員である者とし、審査委員は審査委員長の直近下位の職員で

ある者が務めるものとする。

《契約後ＶＥ審査委員会》以下に地方防衛局又は地方防衛支局の場合を示す。

・委員長 調達部長

・委 員 調達計画課又は計画官 調達計画課長

担 当 課 及 び 他 課 課長

担 当 課 課長補佐（対象施設担当）

担 当 課 建設監督官（対象施設担当）

なお、契約後ＶＥ審査委員会は、必要に応じて、整備計画局職員（担当部員、

専門官、係長等）、担当課以外の職員、学識経験者及び専門家等に意見を聞くこ

とができるものとする。

５ 提案の採否の通知

ＶＥ提案の採否については、原則として、ＶＥ提案の受領後１４日以内に書面

により通知するものとする。ただし、受注者の同意を得た上でこの期間を延長す

ることができるものとする。また、ＶＥ提案が適正と認められなかった場合には、

その理由を付して通知するものとする。

６ ＶＥ提案が適正と認められた場合の設計変更等

⑴ ＶＥ提案が適正と認められた場合において、必要があるときは、発注者は設

計図書の変更を行わなければならない。

⑵ 前項の規定により設計図書の変更が行われた場合において、発注者は、必要

があるときは請負代金額を変更しなければならない。

⑶ 前項の変更を行う場合においては、ＶＥ提案により請負代金額が低減すると

見込まれる額の１０分の５に相当する金額（以下「ＶＥ管理費」という。）を

削減しないものとする。

⑷ ＶＥ提案が適正と認められた後、契約書第１９条の条件変更が生じた場合、

ＶＥ管理費については、原則として、変更しないものとする。

７ 提案内容の保護

ＶＥ提案については、その後の工事において、その内容が一般的に使用されて

いる状態となった場合は、無償で使用できるものとする。ただし、工業所有権等

の排他的権利を有する提案についてはこの限りでない。なお、この旨を入札説明

書及び特記仕様書等において記載することにより、建設業者に周知するものとす

る。

８ 責任の所在

発注者がＶＥ提案等を適正と認め、設計図書の変更を行った場合においても、

ＶＥ提案を行った建設業者の責任が否定されるものではない旨を入札説明書及び

特記仕様書等に記載するものとする。

９ 入札公告



⑴ 一般競争入札方式（総合評価落札方式を含む。）により提案を求める場合に

おいて、入札公告に次に掲げる事項を加える。

ア 契約締結後に施工方法等の提案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事で

あること。

イ 総合評価落札方式による工事であること。（総合評価落札方式の場合）

ウ 提案で求める性能、機能、技術等の要求要件及び評価基準（総合評価落札

方式の場合）

エ 資料作成説明会を実施すること。（資料作成説明会を開催する場合）

オ ＶＥ提案により施工しようとする場合は、その内容を明示した技術提案書

を提出すること。ＶＥ提案が適正と認められない場合に標準案に基づいて施

工する意思がある場合には、標準案により施工計画を併せて提出すること。

また、標準案に基づいて施工しようとする場合には標準案による施工計画を

提出すること。（総合評価落札方式の場合）

カ 資料のヒアリングを実施すること。（資料のヒアリングを実施する場合）

キ 総合評価の方法及び落札者の決定方法（総合評価落札方式の場合）

⑵ 指名競争入札方式により提案を求める場合においては、指名の際に口頭にて

次の事項を説明するものとする。

ア 契約締結後に施工方法等の提案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行対象工

事であること

イ 詳細は特記仕様書に示すこと

ウ その他契約担当官等が必要と認める事項

１０ 特記仕様書

提案を求める場合において、特記仕様書には第７号及び第８号に関することの

ほか、次の事項を記載するものとする。

⑴ ＶＥ提案の定義に関すること

⑵ 第２項、第４項第１号、第５項及び第６項に関すること

⑶ ＶＥ提案を提出する際の様式

１１ 事後活動

ＶＥ審査委員長は、試行活動の結果及び試行に関し、局内及び受注者の意見・

問題点等を聴取の上、整備計画局建設制度官へ報告するものとする。



特記仕様書等記載例

Ⅰ 特記仕様書記載例（入札時ＶＥ）

提案について

１ ＶＥ提案の保護

ＶＥ提案については、その後の工事において、その内容が一般的に使用されて

いる状態となった場合は、無償で使用できるものとする。ただし、工業所有権等

の排他的権利を有するものはこの限りでない。

２ 責任の所在

発注者がＶＥ提案等を適正と認めることにより、設計図書において施工方法等

を指定しない部分の工事に関する建設業者の責任が軽減されるものではない。

Ⅱ 建設工事請負契約書載例（契約後ＶＥ）

第２０条の２ 受注者は、この契約締結後、設計図書に定める工事目的物の機能、

性能等を低下させることなく請負代金額を低減することを可能とする施工方法等

の設計図書の変更について、発注者に提案することができる。

２ 発注者は、前項の規定に基づく受注者の提案を受けた場合において、提案の全

部又は一部が適正であると認められるときは設計図書を変更し、これを受注者に

通知しなければならない。

Ⅲ 特記仕様書記載例（契約後ＶＥ）

１ 定義

「ＶＥ提案」とは、契約書第20条の２の規定に基づき、設計図書に定める工事目

的物の機能、性能等を低下させることなく請負代金額の低減を可能とする施工方法

等に係る設計図書の変更について、受注者が発注者に行う提案をいう。

２ ＶＥ提案の意義及び範囲

⑴受注者がＶＥ提案を行う範囲は、設計図書に定められている内容のうち工事材料

及び施工方法等に係る変更により請負代金額の低減を伴うものとし、原則として工

事目的物の変更を伴わないものとする。

⑵以下の提案は、ＶＥ提案の範囲に含めないものとする。

ア 施工方法等を除く工期の延長等の施工条件の変更を伴う提案。

イ 契約書第19条に基づき条件変更が確認された後の提案。

ウ 入札時に競争参加資格要件として求めた同種工事又は類似工事の範囲を超え

るような工事材料、施工方法等の変更の提案。

３ ＶＥ提案書の提出

⑴受注者は、前項のＶＥ提案を行う場合は、次に掲げる事項をＶＥ提案書(別紙様

式１～４)に記載し、発注者に提出しなければならない。

ア 設計図書に定める内容とＶＥ提案の内容の対比及び提案理由



イ ＶＥ提案の実施方法に関する事項(当該提案に係る施工上の条件等を含む)

ウ ＶＥ提案が採用された場合の工事代金額の概算低減額及び算出根拠

エ 発注者が別途発注する関連工事との関係

オ 工業所有権等の排他的権利を含むＶＥ提案である場合、その取扱いに関する事

項

カ その他ＶＥ提案が採用された場合に留意すべき事項

(2) 発注者は、提出されたＶＥ提案書に関する追加的な資料、図書その他の書類の提

出を受注者に求めることができる。

(3) 受注者は、前項のＶＥ提案を契約の締結日より、当該ＶＥ提案に係る部分の施工

に着手する○○日前までに、発注者に提出できるものとする。

注)○○の部分には原則として「３５」と記入する

(4) ＶＥ提案の提出費用は、受注者の負担とする。

４ ＶＥ提案の審査

ＶＥ提案の審査に当たっては、施工の確実性、安全性、設計図書と比較した経済性

等を評価する。

５．ＶＥ提案の採否等

(1) 発注者は、ＶＥ提案の採否について、ＶＥ提案の受領後○○日以内に書面(別紙

様式５)により受注者に通知しなければならない。ただし、受注者の同意を得た上

でこの期間を延長することができるものとする。

(注)○○の部分には原則として「１４」と記入する

(2) また、提出されたＶＥ提案が適正と認められなかった場合の前項の通知は、その

理由を付して行うものとする。

(3) 発注者は、ＶＥ提案による設計図書の変更を行う場合は、契約書第20条の２の規

定に基づくものとする。

(4) 発注者は、ＶＥ提案による設計図書の変更を行う場合は、契約書第○○条の規定

により請負代金額の変更を行うものとする。

(5) 前項の変更を行う場合においては、ＶＥ提案により請負金額が低減すると見込ま

れる額の10分の5に相当する金額(以下「ＶＥ管理費」という)を削減しないものと

する。

(6) ＶＥ提案が適正と認められた後、契約書第19条の条件変更が生じた場合において、

発注者がＶＥ提案に対する変更案を求めた場合、受注者はこれに応じるものとする。

(7) 発注者は、契約書第19条の条件変更が生じた場合には、契約書第26条第１項の規

定に基づき、請負代金額の変更を行うものとする。ＶＥ提案を採用した後、契約書

第19条の条件変更が生じた場合の前記（5）のＶＥ管理費については、変更しない

ものとする。ただし、双方の責に帰することができない事由(不可抗力や予測する

ことが不可能な事由等)により、工事の続行が不可能、又は著しく工事低減額が減

少した場合においては、発注者と受注者とが協議して定めるものとする。

６．ＶＥ提案の保護

ＶＥ提案については、その後の工事において、その内容が一般的に使用されている



状態となった場合は、無償で使用できるものとする。ただし、工業所有権等の排他的

権利を有する提案についてはこの限りでない。

．責任の所在

発注者がＶＥ提案を適正と認めることにより、設計図書の変更を行った場合におい

ても、ＶＥ提案を行った受注者の責任が否定されるものではない。



（別紙様式１）

提出日： 年 月 日

Ｖ Ｅ 提 案 書
会計機関名

役職 氏名 殿

受 注 者

住 所

氏 名

電話番号

契約書第２０条の２に基づきＶＥ提案書を提出いたします。

工 事 件 名 連絡者

氏名

契約締結日： ＴＥＬ

ＦＡＸ

ＶＥ提案の概要 注）記入欄が不足する場合には、様式１の２とし

て追記して下さい。なお、概算低減額は提案

を審査する上で参考とするものです。

番 号 項 目 内 容 概算低減額：千円

概 算 低 減 額 合 計



（別紙様式２）

番 号 項目内容

（１）設計図書に定める内容と、ＶＥ提案の内容の対比

【現状】・・・概図等 【改善策】・・・概図等

（２）提案理由

（３）ＶＥ提案の実施方法（材料仕様、施工要領等を記入）

（４）品質保証の証明（品質保証書の添付等）

（５）その他



（別紙様式３）

番 号 項目内容

ＶＥ提案による概算低減額及び算出根拠

【現状】 単位：千円 【改善策】 単位：千円

名 称 規格等 単 位 数 量 単 価 金 額 名 称 規格等 単 位 数 量 単 価 金 額



（別紙様式４）

番 号 項目内容

（１）工業所有権等の排他的権利を含むＶＥ提案である場合、その取扱いに関する事項

（２）ＶＥ提案が採用された場合に留意すべき事項（提案内容の公表に係る所見）



（別紙様式５）

号

年 月 日

ＶＥ提案採否通知書

○ ○ ○ ○ 殿

会計機関名

役職 氏名

特記仕様書「○．ＶＥ提案について」に基づき、 年 月 日付で提出されまし

たＶＥ提案に対する審査結果を下記のとおり通知します。

工 事 件 名 ＶＥ提案項目数

採用項目数

契約締結日： 不採用項目数

ＶＥ提案に対する「採否」及びその理由

番 号 項目内容 採否の区分 採否の理由 特記事項

注）採否に関する問合せ先


